
別 紙 

石岡市中心市街地活性化基本計画 新旧対照表（傍線赤文字部分は変更箇所） 

 

変  更  後 変  更  前 

４．土地区画整理事業、市街地再開発事業、道路、公園、駐車場等の公共の用に供する施設の整備そ 

の他の市街地の整備改善のための事業に関する事項 

［１］～［２］ 略 

（１） 略 

（２）①認定と連携した支援措置のうち、認定と連携した特例措置に関連する事業 

事業名、内容及び実施時期 実施主体 
目標達成のための位置づけ 

及び必要性 

支援措置の内容 

及び実施時期 

その他 

の事項 

事 業 名 ： 市 道 A3183 ・

A3220・A3221号線整備事業

（歴史のみち整備事業） 

 

事業内容：中心市街地内の

散策路の歩行環境整備 

中心市街地内 延長520ｍ 

 

実施時期：H20〜H24 

石岡市 散策者が楽しく安心して歩ける

ようにまちなかの史跡や商店街

を結ぶ裏道等の歩行空間を整備

する。 

これは、目標２「個性的な商業

の発展に加え、歴史的資源を活

かした、様々な人々が行き交い

賑わうまち」の達成に必要であ

る。 

支援措置の内

容 

社会資本整備

総合交付金（都

市再生整備計

画事業） 

 

実施時期 

H23～H24 

 

事業名：上池歴史公園整備

事業 

（略） 

（略） （略） （略） （略） 

事業名：ＢＲＴ整備事業 

 

事業内容：ＢＲＴターミナ

ルの整備 

 

実施時期：H23〜H26 

石岡市 鹿島鉄道の廃線、路線バスの一

部廃止など公共交通機関の利便

性の低下のなか、平成 21年度に

開港した茨城空港へのアクセス

として、鹿島鉄道の廃線敷を活

用した地方型ＢＲＴ（バス専用

道によるバス運行）の導入に伴

い、ターミナルを整備する。 

当該事業によって、定時性と速

達性のあるバス運行が確保で

き、自動車を利用できない方の

中心市街地へのアクセス性を向

上させ、まちの賑わい回復につ

なげる。 

これは、目標１「生活支援機能

が享受でき、快適で安心して暮

らせるまち」の達成に必要であ

る。 

支援措置の内

容 

社会資本整備

総合交付金（都

市再生整備計

画事業と一体

の関連社会資

本整備事業） 

 

実施時期 

H23〜H26 

 

４．土地区画整理事業、市街地再開発事業、道路、公園、駐車場等の公共の用に供する施設の整備そ 

の他の市街地の整備改善のための事業に関する事項 

［１］～［２］ 略 

（１） 略 

（２）①認定と連携した支援措置のうち、認定と連携した特例措置に関連する事業 

事業名、内容及び実施時期 実施主体 
目標達成のための位置づけ 

及び必要性 

支援措置の内容 

及び実施時期 

その他 

の事項 

事 業 名 ： 市 道 A3183 ・

A3220・A3221号線整備事業

（歴史のみち整備事業） 

 

事業内容：中心市街地内の

散策路の歩行環境整備 

中心市街地内 延長440ｍ 

 

実施時期：H20〜H22 

石岡市 散策者が楽しく安心して歩ける

ようにまちなかの史跡や商店街

を結ぶ裏道等の歩行空間を整備

する。 

これは、目標２「個性的な商業

の発展に加え、歴史的資源を活

かした、様々な人々が行き交い

賑わうまち」の達成に必要であ

る。 

支援措置の内

容 

まちづくり交

付金 

 

実施時期 

H20〜H22 

 

事業名：上池歴史公園整備

事業 

（略） 

（略） （略） （略） （略） 

新規追加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    



事業名：駅周辺整備事業 

 

事業内容：駅舎改築 

 

実施時期：H22〜H26 

石岡市 駅舎改築を行い、バリアフリー

化など利用者の利便性向上を図

る。 

これは、目標１「生活支援機能

が享受でき、快適で安心して暮

らせるまち」の達成に必要であ

る。 

支援措置の内

容 

社会資本整備

総合交付金（都

市再生整備計

画事業と一体

の関連社会資

本整備事業） 

 

実施時期 

H23〜H26 

 

事業名：駅周辺整備事業 

 

事業内容：自由通路及び駅

前広場の整備 

 

実施時期：H22～H26 

石岡市 自由通路及び駅前広場の整備等

を行い、バリアフリー化など利

用者の利便性向上を図る。 

これは、目標１「生活支援機能

が享受でき、快適で安心して暮

らせるまち」の達成に必要であ

る。 

支援事業の内

容 

社会資本整備

総合交付金（都

市再生整備計

画事業） 

 

実施時期 

H23～H26 

 

（２）② 略 

（３） 略 

（４）国の支援措置がないその他の事業 

事業名、内容及び実時

期 
実施主体 

目標達成のための位置づけ 

及必要性 

国以外の支援措置の

内容及び実施時期 

その他 

の事項 

（２）①に移設  

 

 

 

事業名：交通安全施設設

置事業 

（略） 

（略） （略） （略） （略） 

事業名：情報・案内板設

置事業 

（略） 

（略） （略） （略） （略） 

事業名：登録文化財制度

推進事業 

（略） 

（略） （略） （略） （略） 

事業名：複合文化施設整

備事業 

（略） 

（略） （略） （略） （略） 

（４）からの移設     

（４）からの移設 

 

 

 

    

（２）② 略 

（３）略 

（４）国の支援措置がないその他の事業 

事業名、内容及び実施時期 実施主体 
目標達成のための位置づけ 

及び必要性 

国以外の支援

措置の内容及

び実施時期 

その他 

の事項 

事業名：駅周辺整備事業 

 

事業内容：駅舎改築、自由

通路および駅前広場の整備 

 

実施時期：H22～H26 

  

石岡市 駅舎改築、自由通路及び駅前広

場の整備等を行い、バリアフリ

ー化など利用者の利便性向上を

図る。 

これは、目標１「生活支援機能

が享受でき、快適で安心して暮

らせるまち」の達成に必要であ

る。 

支援措置の内

容 

該当無し 

 

実施時期 

― 

 

事業名：交通安全施設設置

事業 

（略） 

（略） （略） （略） （略） 

事業名：情報・案内板設置事

業 

（略） 

（略） （略） （略） （略） 

事業名：登録文化財制度推

進事業 

（略） 

（略） （略） （略） （略） 

事業名：複合文化施設整備

事業 

（略） 

（略） （略） （略） （略） 



事業名：駐車場有効活用

検討事業 

（略） 

（略） （略） （略） （略） 

 

 

５．都市福利施設を整備する事業に関する事項 

［１］～［２］ 略 

（１） 略 

（２）① 略 

（２）② 略 

（３） 略 

（４） 略 

 

 

６．公営住宅等を整備する事業、中心市街地共同住宅供給事業その他の住宅の供給のための事業及び当該事業と一

体として行う居住環境の向上のための事業等に関する事項 

［１］～［２］ 略 

（１） 略 

（２）① 略 

（２）②認定と連携した支援措置のうち、認定と連携した重点的な支援措置に関連する事業 

事業名、内容及び実施時 実施主体 
目標達成のための位置づけ 

及必要性 

支援措置の内容 

及び実施時期 

その他 

の事項 

事業名：賃貸住宅ストック

活用事業 

 

事業内容：民間賃貸住宅を

活用した、居住の安定配慮

が必要な入居者に対する

家賃補助 

 

実施時期：H21～ 

石岡市 都市インフラ等の中心市街地の

持つ良好な居住環境に着目し、

一定数以上の空き住戸のある民

間の賃貸住宅ストックを活用し

た良質な住宅の供給を行う。 

本事業は、高齢者世帯、障害者

世帯、子育て世帯等の居住の安

定に特に配慮が必要な世帯を対

象とした家賃補助を実施し、中

心市街地の定住人口の増加を図

る。 

これは、目標１「生活支援機能

が享受でき、快適で安心して暮

らせるまち」の達成に必要であ

る。 

支援措置の内

容 

社会資本整備

総合交付金（地

域住宅計画に

基づく事業） 

 

実施時期 

H23～ 

 

（３） 略 

（４） 略 

 

 

７．中小小売商業高度化事業、特定商業施設等整備事業その他の商業の活性化のための事業及び措置に関する事項 

［１］～［２］ 略 

（１） 略 

（２）① 略 

（２）② 略 

事業名：駐車場有効活用検

討事業 

（略） 

（略） （略） （略） （略） 

 

 

５．都市福利施設を整備する事業に関する事項 

［１］～［２］ 略 

（１） 略 

（２）① 略 

（２）② 略 

（３） 略 

（４） 略 

 

 

６．公営住宅等を整備する事業、中心市街地共同住宅供給事業その他の住宅の供給のための事業及び当該事業と一体と

して行う居住環境の向上のための事業等に関する事項 

［１］～［２］ 略 

（１） 略 

（２）① 略 

（２）②認定と連携した支援措置のうち、認定と連携した重点的な支援措置に関連する事業 

事業名、内容及び実施時期 実施主体 
目標達成のための位置づけ 

及び必要性 

支援措置の内容 

及び実施時期 

その他 

の事項 

事業名：賃貸住宅ストック

活用事業 

 

事業内容：民間賃貸住宅を

活用した、居住の安定配慮

が必要な入居者に対する

家賃補助 

 

実施時期：H21～ 

石岡市 都市インフラ等の中心市街地の

持つ良好な居住環境に着目し、

一定数以上の空き住戸のある民

間の賃貸住宅ストックを活用し

た良質な住宅の供給を行う。 

本事業は、高齢者世帯、障害者

世帯、子育て世帯等の居住の安

定に特に配慮が必要な世帯を対

象とした家賃補助を実施し、中

心市街地の定住人口の増加を図

る。 

これは、目標１「生活支援機能

が享受でき、快適で安心して暮

らせるまち」の達成に必要であ

る。 

支援措置の内

容 

地域住宅交付

金（提案事業：

家賃補助） 

 

実施時期 

H21～ 

 

（３） 略 

（４） 略 

 

 

７．中小小売商業高度化事業、特定商業施設等整備事業その他の商業の活性化のための事業及び措置に関する事項 

［１］～［２］ 略 

（１） 略 

（２）① 略 

（２）② 略 



（３） 略 

（４） 略 

 

８．４から７までに掲げる事業及び措置と一体的に推進する事業に関する事項 

［１］～［２］略 

（１） 略 

（２）①認定と連携した支援措置のうち、認定と連携した特例措置に関連する事業 

事業名、内容及び実時 実施主 
目標達成のための位置づけ 

及び必要性 

支援措置の内容 

及び実施時期 

その他 

の事項 

事業名：デマンド交通シス

テム運行社会実験（乗合い

タクシーの運行） 

 

内容：中心市街地への交通

利便性の確保のための、乗

合いタクシーの運行 

 

実施時期：H18〜 

（株）まち未

来いしおか 

中心市街地に人が集まるための

交通機能の強化のため、主に移

動制約者の方の交通利便性の向

上のため、乗合いタクシーの運

行を維持する。 

今後の展開として、まちなか中

継センター周辺の買い回り機能

の向上や販促イベント等の充実

により来街目的を拡充させ、利

用率の向上を図る。 

これは、目標１「生活支援機能

が享受でき、快適で安心して暮

らせるまち」の達成に必要であ

る。 

支援措置の内

容 

社会資本整備

総合交付金（都

市再生整備計

画） 

 

実施時期 

H19〜H22 

 

事業名：ＢＲＴ整備事業

（再掲） 

 

事業内容：ＢＲＴターミナ

ルの整備 

 

実施時期：H23〜H26 

石岡市 鹿島鉄道の配線、路線バスの一

部廃止など公共交通機関の利便

性の低下のなか、平成 21年度に

開港した茨城空港へのアクセス

として、鹿島鉄道の廃線敷を活

用した地方型ＢＲＴ（バス専用

道によるバス運行）の導入に伴

い、ターミナルを整備する。 

当該事業によって、定時性と速

達性のあるバス運行が確保で

き、自動車を利用できない方の

中心市街地へのアクセス性を向

上させ、まちの賑わい回復につ

なげる。 

これは、目標１「生活支援機能

が享受でき、快適で安心して暮

らせるまち」の達成に必要であ

る。 

支援措置の内

容 

社会資本整備

総合交付金（都

市再生整備計

画事業と一体

の関連社会資

本整備事業） 

 

実施時期 

H23〜H26 

 

（２）② 略 

（３） 略 

（４） 略 

（３） 略 

（４） 略 

 

８．４から７までに掲げる事業及び措置と一体的に推進する事業に関する事項 

［１］～［２］略 

（１） 略 

（２）①認定と連携した支援措置のうち、認定と連携した特例措置に関連する事業 

事業名、内容及び実施時期 実施主体 
目標達成のための位置づけ 

及び必要性 

支援措置の内容 

及び実施時期 

その他 

の事項 

事業名：デマンド交通シス

テム運行社会実験（乗合い

タクシーの運行） 

 

内容：中心市街地への交通

利便性の確保のための、乗

合いタクシーの運行 

 

実施時期：H18〜 

（株）まち未

来いしおか 

中心市街地に人が集まるための

交通機能の強化のため、主に移

動制約者の方の交通利便性の向

上のため、乗合いタクシーの運

行を維持する。 

今後の展開として、まちなか中

継センター周辺の買い回り機能

の向上や販促イベント等の充実

により来街目的を拡充させ、利

用率の向上を図る。 

これは、目標１「生活支援機能

が享受でき、快適で安心して暮

らせるまち」の達成に必要であ

る。 

支援措置の内

容 

まちづくり交

付金 

 

実施時期 

H19〜H22 
 

新規追加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

（２）② 略 

（３） 略 

（４） 略 

 

 


